
注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

12.0%

中間管理実績
[ha | ％]

109 -1

地域全体の
経営面積 [ha]

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

1096.8 100.0% 679.2 61.9% 339.8 50.0% 11.6%

160.8 14.7%

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

中心経営体
現在経営面積[ha]

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

①プラン地域内の耕地面積合計
②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積
ⅲ　後継者の有無が不明

ⅰ　後継者あり
③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計

ⅱ　後継者なし
33.1

306.7
0.0

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

方針

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映方針

1096.8
505.9
339.8

55.55

基盤整備

１．対象地区の現状

２．対象地区の課題

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

1096.8

農地出し手
[経営体]

課題

47.3 7.0%

971 971 100.0% 108 11.1% 56 51.9% 4 3.7%

今回更新内容

+19.8 1.8%+14 -15.1 -1.4%

13

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

１９回目 ２０回目 ２１回目 ２２回目 ２３回目 ２４回目
令和1年11月 令和2年1月 令和2年10月

プラン概要

対象地区名（地区内集落名） 19 集落

１４回目 １５回目 １６回目 １７回目 １８回目
平成28年9月 平成29年1月

１０回目
平成29年9月 平成30年1月

更新履歴
６回目

平成27年11月 平成28年1月
７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目

平成30年9月

上洲島、三ツ井、中三ツ井、東郷、南郷、北郷、東方、北方、吉田東、西原、吉田中、吉田南、吉田西、上尾長島、堤、尾長島西、尾長島東、坂
水、下屋敷

１３回目

特産化作物

鳥獣被害等

災害対策

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

２回目
平成26年11月

３回目 ４回目
平成27年2月 平成27年8月

５回目

令和1年9月

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

全経営体
総数 [経営体]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

78.7

平成26年1月

平成31年1月

中心経営体
平均年齢 61.3( )

）

市町村名
川西町

対象プラン名
吉島

作成年月日（初回）
平成25年6月

実質化年月日
-

実質化された人・農地プラン 地区名 吉島（

基本情報
意向確認実施日

令和2年1月
地域内地図作成日

令和2年4月
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注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

注3： 話合いに活用した地図を添付する。

387.2 66.7% 194.3 50.2% 17.8 4.6%

今回更新内容

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

中心経営体
現在経営面積[ha]

基盤整備
地区内については、R2年度中に本換地になる予定。

特産化作物
水稲が中心となる。その他、アスパラ・枝豆・キャベツ・ネギ等、畑作物が占める。

①プラン地域内の耕地面積合計
②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積
ⅲ　後継者の有無が不明

ⅰ　後継者あり
③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計

ⅱ　後継者なし
111.7
282.3

0.0

580.9
512.8
394.0

95.62

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

156.8 40.5%

１．対象地区の現状

580.9

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

70 +4 -2

地域全体の
経営面積 [ha]

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

580.9 100.0%

95.0 16.4% +5.8 1.0% -0.1 0.0%

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

プラン概要

全経営体
総数 [経営体]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

7.1%

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

26 37.1%506 506 100.0% 70 13.8% 37 52.9% 5

中心経営体
平均年齢 ( 63.5 )

１０回目
平成30年1月 平成30年9月

令和2年1月

基本情報

更新履歴

意向確認実施日
令和2年1月

地域内地図作成日
令和2年4月

平成31年1月

千松寺、二番、中央、ロマンの郷、押川、新町、荒井、谷地、矢の目、留塚、上高豆蔲、舘、河内、上黒川、宿、下黒川

１３回目

６回目
平成28年1月 平成28年9月

７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目
平成26年11月

令和1年9月
１４回目 １５回目 １６回目 １７回目 １８回目

平成29年1月 平成29年9月

２０回目 ２１回目 ２２回目 ２３回目 ２４回目 ２５回目
令和2年9月

２回目
令和2年9月

３回目 ４回目
平成27年8月 平成27年11月

５回目

実質化された人・農地プラン 地区名 犬川（

対象地区名（地区内集落名） 16集落

）

市町村名
川西町

対象プラン名
犬川

作成年月日（初回）
平成26年1月

実質化年月日
令和2年9月

方針

地区の課題を把握したうえで、条件の悪い土地等の集約を担い手同士で話し合っていく。

特に、取り組みなし。

災害対策
特に、取り組みなし。

２．対象地区の課題

課題

基盤整備事業が進み、未整備地区と整備済み地区の格差が付き始めている。
今後、格差を把握したうえで、どの様に集積・集約などを進めていくかが課題となる。

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

方針

中心経営体には、ある程度集積が進んでいる。担い手には、残っている条件の悪い土地の集積をどうするか、考えてもらう。
中間管理事業については、活用していきたいが、はっきりしない面が見えるため、条件等を明確に確約できるものを望む。

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

鳥獣被害等

-　1　-



対象地区名（地区内集落名）

注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

中心経営体
現在経営面積[ha]

44.6 16.4% +11.1 4.1% -18.7 -6.9%

中心経営体
平均年齢 ( 62.5 )

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

1 5.0%

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

実質化された人・農地プラン 地区名 時田（

9集落

）

市町村名
川西町

対象プラン名
時田

作成年月日（初回）
平成26年8月

実質化年月日
-

基本情報

２３回目 ２４回目
令和2年10月

２回目
平成27年8月

３回目 ４回目
平成27年11月 平成28年1月

５回目

更新履歴

意向確認実施日
令和2年1月

地域内地図作成日
令和2年4月

平成30年9月

境、西原、新町、町下、四ッ枠、中洗、高田、相馬山、虚空蔵山

１３回目

６回目
平成28年9月 平成28年11月

７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目
平成27年2月

平成31年1月
１４回目 １５回目 １６回目 １７回目

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

方針 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

①プラン地域内の耕地面積合計
②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積
ⅲ　後継者の有無が不明

１０回目
平成29年11月 平成30年1月

令和2年1月
１８回目

平成29年1月 平成29年9月

１９回目 ２０回目 ２１回目 ２２回目

272.2

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

特産化作物 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

鳥獣被害等

課題 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

272.2 100.0% 128.0 47.0% 64.3 50.2% 0.0 0.0% 2.7 2.1%

0

今回更新内容

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

プラン概要

方針 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

全経営体
総数 [経営体]

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

241 241 100.0% 20 8.3% 8 40.0% 0 0.0%

地域全体の
経営面積 [ha]

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

272.2
146.7
64.3

19.8

現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

災害対策 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

２．対象地区の課題

29 +2

ⅰ　後継者あり
③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計

ⅱ　後継者なし
2.7

61.6
0.0

基盤整備

１．対象地区の現状
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対象地区名（地区内集落名）

注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

428.1

9 20.9%

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

57.8 27.5%

207 207 100.0% 43 20.8% 9 20.9% 7

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

16.3%

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

428.1 100.0% 210.1 49.1% 84.7 40.3% 82.2 39.1%

今回更新内容

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

中心経営体
現在経営面積[ha]

+2 02.5

プラン概要

全経営体
総数 [経営体]

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

中心経営体
平均年齢 ( 58.7 )

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

地域全体の
経営面積 [ha]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

令和2年10月
１８回目

平成30年1月 平成30年9月

１９回目 ２０回目 ２１回目 ２２回目 ２３回目 ２４回目

令和1年11月

粡町、殿原、宮町、二井町、塩ノ沢一、塩ノ沢二、北一、北二、北三、南一、南二、南三、六角、東陽寺前、中小松、川北、上萩野一、上萩野二、
下萩野西、下萩野東、平谷地

１３回目

６回目
平成29年1月 平成29年9月

７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目
平成26年11月

令和2年1月
１４回目 １５回目 １６回目 １７回目

２回目

１０回目
平成31年1月 令和1年9月

）

市町村名
川西町

対象プラン名
小松

作成年月日（初回）
平成26年1月

実質化年月日
令和2年10月

基本情報

実質化された人・農地プラン 地区名 小松（

意向確認実施日
令和2年1月

地域内地図作成日
令和2年4月

21集落

鳥獣被害等
特に、取り組み無し

災害対策
特に、取り組み無し

２．対象地区の課題

課題

・中心経営体の離農に伴い、耕作者が不足する。それに加えて、中心経営体以外の離農により、中心経営体の負担が大きくなっていく。
・各地区ごとの話し合いが少ない。（特に、中心経営体以外）

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

ⅱ　後継者なし 48.4
ⅲ　後継者の有無が不明 0.0

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積 23.5

基盤整備

平成27年2月
３回目 ４回目

平成27年11月 平成28年1月
５回目

更新履歴

水路整備（上萩野）

特産化作物
中心的作物：水稲・大豆・アスパラ・枝豆

0.6% 0 0.0%

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

方針

・各地区ごとの話し合いを実施する。
・道路、空き家、農地、線路脇の雑草処理等、環境整備を実施していく。

方針

・隣接している農地を、中心経営体に集約していく。（集約化を進める）
・中間管理事業については、地域全体でできる限り利用する。離農の方は、原則として中間管理事業を利用する。

ⅰ　後継者あり

①プラン地域内の耕地面積合計

36.3

428.1

１．対象地区の現状

②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計 318.3
③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計 84.7

27 30.0 7.0%

- 1 -



対象地区名（地区内集落名）

注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

中心経営体
平均年齢

( 65.0 )

今回更新内容

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

中心経営体
現在経営面積[ha]

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

+10 044 58.4 18.4% +11.5 3.6% -1.1 -0.3%

100.0% 28 26.7% 14 50.0% 7

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

58.1 30.5%

25.0%

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

133.3 70.0%

プラン概要

全経営体
総数 [経営体]

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

316.8

地域全体の
経営面積 [ha]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

316.8 100.0% 190.4 60.1%

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

11 39.3%

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

92.5 48.6%

105 105

１９回目 ２０回目 ２１回目 ２２回目 ２３回目 ２４回目

７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目
平成28年9月

１８回目
令和1年9月 令和2年1月

１３回目

11集落

更新履歴

意向確認実施日
令和2年1月

地域内地図作成日
令和2年4月

四ツ谷、北部二、宿、八幡堂、中里、馬場、鹿小屋、沼田、荒屋敷、畑中、下田

１４回目 １５回目 １６回目 １７回目

２回目

１０回目
令和2年9月

平成29年1月
３回目 ４回目

平成29年9月 平成30年1月
５回目 ６回目

平成30年9月 平成31年1月

）

市町村名
川西町

対象プラン名
高山

作成年月日（初回）
平成28年1月

実質化年月日
令和2年9月

基本情報

実質化された人・農地プラン 地区名 高山（

１．対象地区の現状

②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計 272.6
③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計 133.3

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積 11.0

基盤整備
現在着手中（R6～工事開始）

ⅱ　後継者なし 62.8
ⅲ　後継者の有無が不明 0.0

ⅰ　後継者あり

①プラン地域内の耕地面積合計

70.5

316.8

特産化作物
中心的作物：水稲・枝豆・大豆
今後枝豆をさらに拡大予定（現在：5ha/目標：35ha)

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

方針

・法人化し、従業員を雇用する等、新たな仕組みづくりを行う。
・後継者が活躍する仕組みづくりを行う。
・地域ごとに経営体に特色があるので、それぞれに合う体制づくりを実施する。

鳥獣被害等
特に取り組み無し

災害対策
冠水対策に、水路整備を実施

２．対象地区の課題

課題

・受け手の高齢化に伴う、担い手不足。
・今後の担い手（後継者）に負担がかかっている。

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

方針

・土地改良完了エリアについては、現在の受け手が引き続き耕作する。
・土地改良計画エリアでは、今後法人に集約化を行いたい。また、もう少し耕作面積を増やせる担い手がいる。
・中間管理事業については基本的に活用していく。現在あっせん等実施している方も、期間満了に伴い移行する予定。
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対象地区名（地区内集落名）

注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

基盤整備 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

ⅰ　後継者あり 24.7

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

方針 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

方針 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

特産化作物 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

鳥獣被害等 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

災害対策 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

２．対象地区の課題

課題 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

ⅱ　後継者なし 22.5
ⅲ　後継者の有無が不明 0.0

１．対象地区の現状

②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計 68.3
①プラン地域内の耕地面積合計 107.4

59.2% 27.4 37.1%

今回更新内容

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

中心経営体
現在経営面積[ha]

17.8 16.6% +2.4 2.3% -2.8 -2.6%

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積 6.0

47.2③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

30 +3 -2

地域全体の
経営面積 [ha]

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

107.4 100.0% 73.8 68.7% 47.2 64.0% 43.7107.4

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

プラン概要

全経営体
総数 [経営体]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

34.8% 9 56.3% 7 43.8%

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

5 31.3%46 46 100.0% 16

中心経営体
平均年齢 ( 62.8 )

１０回目

基本情報

更新履歴

意向確認実施日
令和2年1月

地域内地図作成日
令和2年4月

犬川、八幡、八幡西、中沖、桧、大林

１３回目

６回目
令和1年9月 令和2年9月

７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目
平成27年11月

１５回目 １６回目 １７回目 １８回目

１８回目 １９回目 ２０回目 ２１回目 ２２回目 ２３回目

１４回目

）

市町村名
川西町

対象プラン名
大塚南方

作成年月日（初回）
平成27年3月

実質化年月日
-

２回目
平成28年9月

３回目 ４回目
平成29年9月 平成30年9月

５回目

実質化された人・農地プラン 地区名 大塚南方（

6集落
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注１： 複数プラン地域で耕作する経営者については、各プランで経営体としてカウントしている。
注２： 死亡・離農等で現耕作者が不在でも、プランにて実情を把握しており、受け手を検討している場合には地域の経営面積に含める

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha

４．３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

方針 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

特産化作物 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

鳥獣被害等 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

災害対策 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

２．対象地区の課題

課題 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

④今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積 17.0

基盤整備 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

ⅰ　後継者あり 14.6
③地区内における65才以上の中心経営体の耕作面積の合計

３．対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

方針 現在プランで話し合い中。令和2年度中に結果を反映

②アンケート調査等により意向確認を行った耕作者の耕作面積合計 119.9
①プラン地域内の耕地面積合計 240.6

66.7

ⅱ　後継者なし 52.1
ⅲ　後継者の有無が不明 0.0

240.6

25 +1 0

１．対象地区の現状

240.6 100.0% 172.5 71.7% 66.7 38.7% 25.3 14.7%

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

今回更新内容

農地出し手
[経営体]

中間管理実績
[ha | ％]

中心経営体数
[経営体]

中心経営体
現在経営面積[ha]

44.8 18.6% +0.1 0.0%

65 65 100.0% 26

地域全体の
経営面積 [ha]

プラン参加経営体
経営面積 [ha | ％]

中心経営体
経営面積 [ha | ％]

65才以上の経営体
経営面積 [ha | ％]

法人化意向のある
経営体面積 [ha | ％]

中心経営体後継者有
経営面積[ha | ％]

40.0% 8 30.8% 4 15.4% 7 26.9%

プラン参加経営体
総数 [経営体 | ％]

中心経営体
総数 [経営体 | ％]

65才以上の経営体
総数 [経営体 | ％]

プラン概要

全経営体
総数 [経営体]

法人化意向のある
経営体 [経営体 | ％]

中心経営体後継者有
[経営体 | ％]

基本情報

更新履歴

意向確認実施日
令和2年1月

地域内地図作成日
令和2年4月

東部一、東部二、東部三、東部四

１３回目

６回目
令和2年1月 令和2年9月

７回目 ８回目 １１回目 １２回目９回目

１回目
平成27年11月

１４回目 １５回目 １６回目 １７回目 １８回目

１９回目 ２０回目 ２１回目 ２２回目 ２３回目 ２４回目

市町村名
川西町

対象プラン名
堀金

作成年月日（初回）
平成27年3月

実質化年月日
-

２回目

0.0 0.0%

中心経営体
平均年齢 ( 59.5 )

）

１０回目

24.9%42.9

4集落対象地区名（地区内集落名）

平成29年1月
３回目 ４回目

平成29年9月 平成30年1月
５回目

実質化された人・農地プラン 地区名 堀金（
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